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オーストリア上場企業「AUSTRIACARD HOLDINGS AG」株式 
の公開買付けに関するお知らせ 

 
大日本印刷株式会社（以下、「当社」又は「DNP」）は、5 月 13 日（日本時間）に、欧州・アフリカ・

北米における決済 IC カード・国民 ID ソリューション・バリアブルセキュリティ印刷事業を展開する

AUSTRIACARD HOLDINGS AG（本社所在地：オーストリア、ウィーン。ウィーン証券取引所及び

ユーロネクスト・アテネ証券取引所上場。以下、「AUSTRIACARD」）を、公開買付けを通じて買収

（以下、「本公開買付け」又は「本件取引」）することを決定しました。 

当社は同日付で、AUSTRIACARD と、戦略的枠組みを定めた基本合意書を締結しました。ま

た、AUSTRIACARD の筆頭株主であり発行済株式の約 74.58%を保有する Nikolaos Lykos 氏と

の間では、本公開買付けの応募に係る応募契約を締結しました。当社は当該関連契約に基づき、

AUSTRIACARD の全ての普通株式を対象とする公開買付けを実施します。取得株価は、

AUSTRIACARD の普通株式 1 株当たり 10.0 ユーロ（配当込み）を予定しており、希薄化考慮後の

株式価値は約 364 百万ユーロ（約 677 億円）となる見込みです。 

 
１．本件取引の目的 

DNP グループは、本年 3 月 17 日公表の新中期経営計画骨子（2026－2028 年度）において、

情報セキュア関連を注力事業として選定し、積極投資と更なる事業拡大を方針としています。また、

情報セキュア関連事業の成長戦略としては、高付加価値サービスの市場投入、パートナー企業と

の協業体制による市場シェア拡大、経済発展が期待される新興国の有望市場への投資を掲げて

います。 

今般、DNP が買収する AUSTRIACARD グループは、1897 年に創立され、欧州・アフリカ・北米

で決済 IC カード・国民 ID ソリューション・バリアブルセキュリティ印刷事業を展開しています。決済

カードでは欧州・アメリカを中心に銀行・フィンテック向けに年間約一億枚のカード製造・発行のサ

ービスを提供しています。またデジタル・テクノロジーの推進も事業戦略として据えており、AI 等を

活用したソリューション開発にも力を入れています。 

本 件 取引 は、 ア ジア にお け る DNP の 強 固な基 盤と 、 欧州 ・アフ リ カ・ 北 米 にお ける

AUSTRIACARD の確固たるプレゼンスを融合させることで、DNP のグローバルな情報セキュア関

連事業を強化することを目的としています。また DNP は、両者の統合による地理的な補完関係・



技術力・クロスセルを活用し、差別化された高度なセキュリティ・ソリューションのグローバル・プロバ

イダーとしての地位を一層強化します。 

加えて、AUSTRIACARD は、今後更なる人口増加と経済発展が見込まれるアフリカ地域にお

いて国民 ID カードや選挙用紙の提供実績があります。本件取引後は、当社が 2025 年に買収し

た、アフリカを中心に本人情報の登録・認証をする政府向け ID 認証サービスを提供する Rubicon 
SEZC（Laxton グループの持株会社）との協業により、シナジー効果が期待できると考えています。 

 

２．AUSTRIACARD の概要 

（１） 名 称 AUSTRIACARD HOLDINGS AG 
（２） 所 在 地 オーストリア、ウィーン 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Chairman of the Management Board & Group CEO, Emmanouil 
Kontos 

（４） 事 業 内 容 決済 IC カード・ID カード製造事業、セキュリティ印刷事業 
（５） 資 本 金 36,353,868 ユーロ（2025 年 12 月末時点） 
（６） 設 立 年 2010 年（グループ創業；1897 年） 
（７） 大株主及び持株比率 Nikolaos Lykos 氏 74.58% 

（８） 
当 社 と 当 該 会 社 
と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 
人 的 関 係 該当事項はありません。 
取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 
決算期（百万ユーロ） 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

 連 結 純 資 産 107.2 124.8 135.9 
 連 結 総 資 産 321.7 331.6 327.8 

 
１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 
（ ユ ー ロ ） 

2.93 3.45 3.68 

 連 結 売 上 高 364.6 392.3 360.2 
 連 結 営 業 利 益 31.4 34.1 29.7 
 連 結 経 常 利 益 21.0 25.9 21.6 

 
親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

15.8 19.0 14.7 

 
１株当たり連結当期純利

益 （ ユ ー ロ ） 
0.44 0.52 0.41 

 

３．本公開買付けの概要 

（１） 公 開 買 付 者 大日本印刷株式会社 
（２） 対 象 者 AUSTRIACARD HOLDINGS AG 

（３） 公 開 買 付 け の 期 間 
2026 年 6 月中旬を開始日として、7 月上旬から 8 月下旬まで 
（4 週間～10 週間）（以下、「当初公開買付期間」（注１）） 

（４） 公 開 買 付 け の 価 格 1 株当たり 10.0 ユーロ（配当込み） 



（５） 
公 開 買 付 け 
に 要 す る 資 金 

約 273 百万ユーロ～364 百万ユーロ 

（６） 
公 開 買 付 け 成 立 
の 前 提 条 件 

本公開買付けは、AUSTRIACARD の発行済普通株式の 75%
以上の株式が応募されること、オーストリア、ギリシャ及びルーマ

ニアの外資規制に基づく承認（以下、「本外資規制クリアラン

ス」）、並びに、オーストリア、ドイツ及びトルコの競争法に基づく

承認（以下、「本競争法クリアランス」）、その他同種の取引に通

常規定される各種条件を満たすことを前提に行われます。 
なお、オーストリアの現地法制に基づき、本外資規制クリアラン

ス及び本競争法クリアランスの取得に拘わらず、公開買付けを

開始する予定です。但し、当初公開買付期間終了時において

応募の下限を充足していたとしても、当該期間終了時までに全

ての本外資規制クリアランス及び本競争法クリアランスの取得が

できていない場合には、これらのクリアランスが全て取得できるま

で株式取得の決済は開始されません。 
（注１） 当初公開買付期間は、今後 Offer Document において定められます。また、当初公開

買付期間の終了時に下限以上の応募があった場合には、オーストリア現地法制に基

づき、残存株主の売却機会の提供のため、追加の公開買付期間が 3 カ月間設定さ

れます。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 取 得 前 の 所 有 株 式 数 0 株 （議決権所有割合：0.0％） 
（２） 取 得 株 式 数 27,265,401 株～36,353,868 株 

（３） 取 得 価 額 
約 273 百万ユーロ～364 百万ユーロ 
（約 508 億円～677 億円）（注２） 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 
27,265,401 株～36,353,868 株 
（議決権所有割合：75.0％～100.0％） 

（注２） 2026 年 4 月平均 TTM レート 1 ユーロ 186.15 円で換算しております。 

 

５．今後の見通し 

当社としては 2027 年 3 月期第 2 四半期中に当初公開買付期間における応募株式の取得を完

了し、AUSTRIACARD を連結子会社とする予定です（但し、本外資規制クリアランス及び本競争

法クリアランスの取得時期により変更となる可能性があります。）。本件取引が 2027 年 3 月期の当

社連結業績に与える影響は軽微と見込まれますが、今後開示すべき事項が生じた場合には、速

やかに開示します。 

  

以 上 



 

 

本プレスリリースは、本件取引に関する一定の主要な取引条件を要約したものであり、最終的な

取引条件は、オーストリア公開買付法に従って公表される Offer Document に記載されます。本公

開買付け成立の下限及びその他の公開買付け成立の前提条件、公開買付けの期間、並びに公

開買付けへの応募手続き等（ただし、これらに限りません。）の公開買付けの条件の詳細は、Offer 
Document に記載されます。Offer Document は、その公表が禁止されないことを条件として、DNP
（www.global.dnp/index.html）、AUSTRIACARD（www.austriacard.com）及びオーストリア公開買付

委員会（www.takeover.at）の各ウェブサイトで閲覧可能となる予定です。 


